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○つくばみらい市低入札価格調査制度実施要綱 

平成２５年３月２９日 

告示第５５号 

改正 平成２６年３月１８日告示第３９号 

平成２８年４月２８日告示第８９号 

平成２９年８月２３日告示第１５２号 

令和元年９月１２日告示第１８８号 

令和４年３月１７日告示第３５号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」という。）

第１６７条の１０第１項の規定に基づき落札者を決定する制度（以下「低入札価格調査

制度」という。）の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

（低入札価格調査制度の適用） 

第２条 この告示による低入札価格調査制度は、つくばみらい市一般競争入札実施要綱（平

成１８年つくばみらい市告示第８号）により実施される建設工事及びつくばみらい市建

設工事総合評価落札方式試行要綱（平成２５年つくばみらい市告示第５４号）により実

施される建設工事について適用する。ただし、当該建設工事に係る契約の履行に関し特

にその必要がないと認められる場合は、この告示の規定を適用しないことができる。 

（調査基準価格の設定） 

第３条 調査基準価格は、予定価格算出の基礎となった次に掲げる額の合計額に１００分

の１１０を乗じて得た額とする。ただし、その額が予定価格の１０分の９．２を超える

場合にあっては１０分の９．２を乗じて得た額とし、予定価格の１０分の７．５を乗じ

て得た額に満たない場合にあっては１０分の７．５を乗じて得た額とする。 

（１） 直接工事費の額に１０分の９．７を乗じて得た額 

（２） 共通仮設費の額に１０分の９を乗じて得た額 

（３） 現場管理費の額に１０分の９を乗じて得た額 

（４） 一般管理費の額に１０分の６．８を乗じて得た額 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は特に必要と認める場合には、予定価格の１０分の７．

５を乗じて得た額から予定価格の１０分の９．２を乗じて得た額の範囲内で適宜の額を

定めることができる。 

（平２６告示３９・平２８告示８９・平２９告示１５２・令元告示１８８・令４
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告示３５・一部改正） 

（入札者への周知） 

第４条 市長は、低入札価格調査制度の円滑な運用を図るため、入札者に対し入札の公告

又は指名通知書により次に掲げる事項を周知するものとする。 

（１） 低入札価格調査制度の適用工事であること。 

（２） 調査基準価格を下回る価格の入札が行われたときは、落札者の決定を保留し、

後日落札者を決定すること。 

（３） 調査基準価格を下回る価格の入札を行った者は、予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって入札した者であっても落札者とはならない場合があること。 

（４） 調査基準価格を下回る価格の入札を行った者は、入札後の事情聴取、資料の提

出等に協力しなければならないこと。 

（入札の執行） 

第５条 入札の結果、調査基準価格を下回る価格の入札が行われた場合は、入札者に対し

て、落札者の決定を保留すること及び低入札価格調査を実施することを宣言し、落札者

については後日決定する旨を告げて、入札を終了するものとする。 

（低入札価格調査等の実施） 

第６条 市長は、調査基準価格を下回る価格の入札が行われたことにより落札者の決定を

保留したときは、当該入札価格により契約の内容に適合した履行がされないおそれがあ

るかどうか又は契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあり

著しく不適当であるかどうかについて判断するため、低入札価格調査を行うものとする。 

２ 市長は、前項の規定により低入札価格調査を行う場合は、最低価格入札者に対し、期

限を定めて、次に掲げる書類の提出を求めるとともに、事情聴取が必要な場合は、これ

に協力することを求めるものとする。 

（１） 低入札調査表（様式第１号） 

（２） 低入札価格調査用積算内訳書（様式第２号） 

（３） 建設副産物の搬出予定の状況（様式第３号） 

（４） 手持工事の状況（様式第４号） 

（５） 対象工事箇所と入札者の事業所、倉庫等との地理的関係（様式第５号） 

（６） 手持資材の状況（様式第６号） 

（７） 資材購入先と入札者との関係（様式第７号） 

（８） 手持機械の状況（様式第８号） 
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（９） 労務者確保の具体的な見通し（様式第９号） 

（１０） 技術者等の配置計画（様式第１０号） 

（１１） 安全対策の計画（様式第１１号） 

（１２） 過去に施工した公共工事等の実績（様式第１２号） 

（１３） 下請負契約の予定（様式第１３号） 

（１４） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める資料 

３ 市長は、必要に応じ、最低価格入札者を落札者としない基準価格（以下「失格基準価

格」という。）を設けることができる。 

４ 前項の規定により失格基準価格を設けた場合において、当該失格基準価格を下回る入

札が行われた場合には、第１項の規定にかかわらず、当該入札者については低入札価格

調査を行わずに失格とするものとする。 

（調査委員会の設置等） 

第７条 市長は、前条第１項の規定により低入札価格調査を実施するため、低入札価格調

査委員会（以下「調査委員会」という。）を設置する。 

２ 調査委員会は、前条の規定により最低価格入札者から提出された書類の審査を行うほ

か、必要に応じて当該入札者への事情聴取、関係機関への照会等を行い、当該入札価格

について調査するものとする。 

３ 調査委員会の委員は、次に掲げる職にある者とし、委員長は副市長をもって充てる。 

（１） 副市長 

（２） 会計管理者 

（３） 市長部局の部長及び教育部長 

（４） その他委員長が必要と認める者 

４ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、委員長があらかじめ指名した

者がその職務を行う。 

５ 調査委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が必要に応じて招集する。 

６ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

７ 調査委員会は、当該入札価格について調査した結果を市長に報告しなければならない。 

（最低価格入札者を落札者としない場合） 

第８条 最低価格入札者が次の各号のいずれかに該当する場合は、落札者としないものと

する。 

（１） 最低価格入札者が低入札価格調査に協力しない場合又は定められた期限までに
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求められた書類を提出しない場合若しくは事情聴取に応じない場合 

（２） 低入札価格調査に関する提出書類を調査し、又は事情聴取を行った結果、次の

いずれかに該当する場合 

ア 積算内訳の算出根拠が適正でない場合 

イ 見積数量が適正でない場合 

ウ 材料、製品等について品質及び規格が適正でない場合 

エ 労務単価等の労働条件が適正でない場合 

オ 技術者等の配置が適正でない場合 

カ 安全対策の確保が適正でない場合 

キ 建設副産物の処理が適正でない場合 

（３） 前２号に掲げる場合のほか、契約の内容に適合した履行がされないおそれがあ

ると認められる場合又は最低価格入札者と契約を締結することが公正な取引の秩序を

乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認める場合 

（調査結果の通知） 

第９条 市長は、第７条第８項の規定により調査委員会から報告された低入札価格調査の

結果について、次の各号に定めるところにより、最低価格入札者に対して通知するもの

とする。 

（１） 最低価格入札者を落札者として決定した場合は、入札結果通知書（様式第１４

号）により落札者となった旨を通知する。 

（２） 最低価格入札者が落札者とならなかった場合は、入札結果通知書（様式第１５

号）により落札者とならなかった旨を通知する。 

（次順位者を落札者とする場合） 

第１０条 最低価格入札者が第６条第４項の規定により失格となった場合又は第８条の規

定により最低価格入札者を落札者としないものとした場合は、予定価格の制限の範囲内

の価格をもって申込みをした他の者のうち、最低の価格をもって申込みをした者（以下

「次順位者」という。）を落札者とする。ただし、次順位者の価格が調査基準価格を下

回る価格の入札を行ったときは、第６条から前条までの規定を準用するものとする。こ

の場合において、これらの規定中「最低価格入札者」とあるのは「次順位者」と読み替

えるものとする。 

（調査結果の公表） 

第１１条 低入札価格調査の結果は、閲覧等の方法により公表するものとする。 
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（補則） 

第１２条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年告示第３９号） 

この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年告示第８９号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２９年告示第１５２号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年告示第１８８号） 

この告示は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則（令和４年告示第３５号） 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第６条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第６条関係） 

様式第５号（第６条関係） 

様式第６号（第６条関係） 

様式第７号（第６条関係） 

様式第８号（第６条関係） 

様式第９号（第６条関係） 

様式第１０号（第６条関係） 

様式第１１号（第６条関係） 

様式第１２号（第６条関係） 

様式第１３号（第６条関係） 

様式第１４号（第９条関係） 

様式第１５号（第９条関係） 

 


